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 令和４年度東大和市交通安全対策審議会 

 

               令和４年１０月１１日（火）午前１０時００分～ 

               東大和市役所 会議棟 第６会議室（２階） 

 

 

会  議  次  第 

 

         １．市長挨拶 

 

２．委嘱状の交付 

 

３．委員の自己紹介 

 

４．会長の選出 

 

５．会長挨拶 

 

６．議題 

 (1) 職務代理者の指名 

  (2) 関係行政機関の状況について 

  ① 東大和市内の交通事故状況 

  ② 東大和市内の救急出場状況 

 (3) 東大和市の交通安全対策事業状況について 

 (4) その他 



 ２ 
 



 ３ 
 



 ４ 

 

東 大 和 市 の 交 通 安 全 対 策 事 業 状 況 

（令和３年４月～令和４年３月） 

 

 

 

１ 交通安全推進事業 

(1) 通学路等に交通立看板の設置又は交換を行い、交通安全対策に努めた。 

  ・新  設     ４９箇所 

  ・交 換    １５箇所 

 

 (2) 交通安全運動 

① 春の全国交通安全運動   3.4.6（火）～3.4.15（木） 

運動の重点 

1. 子供と高齢者を始めとする歩行者の安全の確保 

2. 自転車の安全利用の推進 

3. 歩行者等の保護を始めとする安全運転意識の向上 

4. 二輪車の交通事故防止 

② 秋の全国交通安全運動   3.9.21（火）～3.9.30（木） 

運動の重点 

1. 子供と高齢者を始めとする歩行者の安全確保 

2. 夕暮れ時と夜間の事故防止と歩行者等の保護など安全運転意識の向 

 上 

3. 自転車の安全確保と交通ルール遵守の徹底 

4. 飲酒運転等の悪質・危険な運転の根絶 

5. 二輪車の交通事故防止（東京都重点） 

 

(3) 交通安全教室実施状況                     （単位：回、人） 

対  象 回 数 人 員 内        容 

幼  児 9 691   信号の見方、正しい横断の仕方等 

児  童 9 738   小学３年生を対象にした、自転車運転免許講習会            

生  徒 3 1,457   スタントマンによる体験型自転車交通安全教室 

高齢者 0 0 

高齢者のための自転車交通安全教室 

・自転車交通安全講習（座学）、自転車シミュレータ体験 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から

中止となった。 

計 21 2,886   
 

 

 

(4) 東京都市町村民交通災害共済（ちょこっと共済） 

  ① 掛金の額（年額） Ａコース 1,000円 Ｂコース 500円 



 ５ 

 

② 令和３年度中に受けた見舞金の支払い状況         （単位：件、万円）    

                                  

等級 
程    度 

見舞金額及び件数 支 払

件数 

計 

支払 

金額 

計 
Ａコース Ｂコース 

件数 金額 件数 金額 

1 死亡（交通災害を受けた日から 1年以内）  0 300 0 150 0 0 

2 
重度の後遺障害（交通災害を受けた日か

ら 1年以内） 
 0 200 0 100 0 0 

3 入院日数 30日以上の傷害 1 34 1 17 2 51 

4 
入院日数 10日以上 30日未満、または実

治療日数 30日以上の傷害 
3 14 2 7 5 56 

5 実治療日数 10日以上 30日未満の傷害  2 8 3 4 5 28 

6 実治療日数 10日未満の傷害  11 4 2 2 13 48 

合                          計 25 183 

  

 

  ③ 加入状況                     （単位：人、％）  

Ａコース Ｂコース 合計 加入率 備   考 

2,411 882 3,293 3.9 
3.4.1現在の人口 

85,294 

 

 

(5) 高齢者運転免許証自主返納支援事業 

 ① 事業開始日 令和元年７月１日 

 

 ② 支援内容  

運転免許証を自主返納した方 1 人に対し、東大和市コミュニティバス回数乗車券（９０円

２５枚つづり）１冊を交付。 

 

 ③ 対象者 

   運転免許証を自主返納した方のうち、運転免許証を自主返納した日及び運転免許証を自主返

納した日から起算して６か月以内の当該申請時において、東大和市の区域内に居住し、住民基

本台帳に記録されている６５歳以上の高齢者であること。 

 ④ 回数乗車券の交付状況           （単位：人、冊、％） 

区 分 申請数 交付数 構成比 

65歳～69歳 14    14    6.22   

70歳～79歳 152    152    67.56   



 ６ 

80歳以上 59    59    26.22   

合 計 225    225    100.00   

 

   

２ 交通安全施設管理事業 

(1) 道路反射鏡の補修及び清掃、警戒標識、道路標示等の補修を実施し、適切な維持管理を図った。 

 

① 道路反射鏡補修          11基 

② 警戒標識補修         0基                      

③ 区画線等補修       7,095,40m（67路線）          

④ カラー舗装補修       

 ア.グリーンベルト     468.80m（8路線） 

 イ.グリーンベルト以外   77.88㎡（6路線） 

⑤ 道路反射鏡清掃        1,285基 

⑥ 交差点鋲補修          3基（うち 1基は撤去） 

 

３ 交通安全施設整備事業 

(1) 道路反射鏡の新設    一面鏡 1基 

 

 (2) 交差点鋲の新設 1基 

 

 (3) 自転車ナビマークの設置 

       自動車、歩行者と分離された自転車通行空間を整備し、自転車の事故を防止する

ため、自転車ナビマークを 2路線（56箇所）設置した。 

    今後も警察署と協力し、必要箇所に自転車ナビマークの設置の推進を図る。 

   ※別紙自転車ナビマーク設置場所図参照 
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自転車ナビマーク設置場所図

H26整備済 H29整備済 R2整備済

H27整備済 H30整備済 R3整備済

H28整備済 H31整備済 R4整備済

R3

R3

R4
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○東大和市交通安全対策審議会設置条例 

昭和３７年５月２１日 

条例第１０号 

改正 昭和４５年１０月１日条例第１９号 

昭和４９年１０月１日条例第３０号 

平成２８年６月６日条例第１９号 

令和３年１１月３０日条例第２５号 

（設置） 

第１条 東大和市の区域内における交通道徳の高揚及び交通安全思想の普及徹底並びに道路環境の

整備改善等を推進し、交通事故防止を図るため、市長の附属機関として東大和市交通安全対策審

議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、前条の目的を達成するため、市長の諮問に応じ交通事故防止対策に関する必要な

事項を審議して答申するものとする。 

（組織） 

第３条 審議会は、会長及び次に掲げる者につき市長が委嘱する委員１０人以内をもつて組織する。 

（１） 学識経験のある者 ５人以内 

（２） 関係行政機関の職員 ５人以内 

（任期） 

第４条 前条第１号の委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

（会長の設置及び権限） 

第５条 審議会に会長を置き、その選任方法は、第３条第１号の委員の互選による。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（招集） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会議の招集は、開催の場所、日時及び会議に付議すべき事項とともに会長があらかじめこれを委

員に通知して行うものとする。 

（定足数及び表決数） 

第７条 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（部会） 

第８条 審議会は、専門の事項を審議するため必要と認めたときは、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもつて組織する。 



 ９ 

（部会の議事） 

第９条 審議会は、その議決により部会の議決をもつて審議会の議決とすることができる。 

２ 部会の議事の定足数については、第７条の規定を準用する。 

（庶務） 

第１０条 審議会の庶務は、まちづくり部において処理する。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和４５年１０月１日条例第１９号） 

この条例は、昭和４５年１０月１日から施行する。 

付 則（昭和４９年１０月１日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年６月６日条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条の改正規定（「１年」を「２年」に改める部

分に限る。）は、平成２８年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年１１月３０日条例第２５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

〔参考〕 

〇地方自治法―１３８の４・③ 

 

 

 

 

 

 


